Ⅰ．とやま新事業創造基金　地域資源・農商工連携ファンド事業における

助成金交付を受けるにあたって
平成２８年１１月
公益財団法人富山県新世紀産業機構

とやま新事業創造基金　地域資源・農商工連携ファンド事業は、富山県新世紀産業機構が富山県から基金財源を借り入れ、その運用益にて行う事業であり、事業の執行にあたっては、助成金交付の趣旨に反することのないよう行うことが必要です。
１．助成金は、事業計画書に記載されている内容に基づき、誠実に助成事業を行うことが義務づけられています。従って、不正、不当な行為については、助成金交付要領に基づき、「交付決定の取り消し」や「助成金の返還」もありえますので、ご注意ください。

２. 「助成金交付決定通知書」に記載された助成金交付決定額は、申請書に基づいて審査された助成金の交付限度額（上限）であり、実際にお支払いする助成金額とは必ずしも一致しません。実際にお支払いする助成金額は、各位からご提出いただく「遂行状況報告書」又は「実績報告書」に基づき確定しますので、予めご承知おきください。（助成対象事業費が減額になった場合は、助成金額も減額となります。）
３．当事業は３年以内を事業期間としており、複数年を事業期間とした場合においても、各年度末には遂行状況報告書（当該年度版）を提出していただき、内容が問題なければ年度ごとに概算払いを行います。また最終年度は、事業完了後速やかに実績報告書等の資料を提出していただきます。

各年度とも、当該年度の事業完了後30日以内もしくは３月末のいずれか早い方までに（期限厳守）提出をお願いします。
また、複数年を事業期間とした予定であっても、予定年数前に助成限度額に達する場合は、その該当年度にて事業終了とさせていただくため、速やかに実績報告書（最終版）等の準備が必要です。
４．提出いただく遂行状況報告書又は実績報告書の添付書類、精算書類等に不備又は不足があった場合には、お支払いする助成金が減額される、あるいは助成金交付の取消もあり得ますので、報告書、精算書類はできるだけ早めにご準備いただき、不備又は不足がないよう十分ご確認のうえ、ご提出ください。

５．交付決定の際、注意事項が付されている場合は、どのように検討され、どのような対応を取ったか（またはどのように対応される予定か）を簡潔にご報告ください。

６．当事業は、商品やサービスの開発・改良後のものについての経費のみが助成対象となります。また、交付決定前に発注したものは、助成対象外となりますので注意してください。
７．事業遂行の中で「助成対象経費として入れて良いか」の判断については、不安なものや金額が大きなもの等は出来る限り、事務局へ事前に確認してください。（特に、試作・開発における機械・工具・備品等の導入（購入・リース・レンタル）における助成金の活用は非常に難しい面があります。）
申請書の段階では非常に大雑把に記載してあるので、実際の支出の内容の詳細によっては認められないものも出てくる可能性が十分にありますのでご注意ください。
８. 事業の実施に伴い、申請時と事業内容の変更（目的の達成に支障をきたさない細部の変更の場合を除く）や助成対象経費の配分の変更（費目毎の変更が20％以内の場合を除く）が必要となる場合は、事前に新世紀産業機構の担当者とよく連絡をとり、相談のうえ、所定の手続きをとるようにしてください。
９．事務局からのメール連絡には十分、注意してください。（書類提出依頼や、緊急の調査等、事務連絡などには早急に対応していただく必要があります）

  メールを受け取った後、ほったらかしで連絡がないということが絶対にないようにしてください。事務局側は非常に多くの件数の処理をしているので、対応されない場合は、本当に助成金の交付ができなくなる場合があります。

　※担当者の連絡調査票を提出してください。

10．当事業は、県及び国の監査の対象になりますので、関係書類については、事業終了後５年間保存していただく必要があります。また、事業終了後、５年間は該当商品の売上高を報告してもらうほか、決算書の提出をお願いすることもあります。

11．当事業終了後から、利益状況に応じて収益納付をしていただく場合があります。
12. 助成対象事業が、国や市町村等の他の補助事業で採択となった場合は、助成金交付決定の取消又は助成金の返還を求める場合があります。
＜その他＞

・当助成金は、国と県の税金により賄われていますので、使う時には、それなりの責任が付いてきます。事業計画書に基づき、誠実に使ったという証拠書類の提出などは、結構、面倒な部分もあります。しかし、これをきちんと行っていただけない企業については、交付決定を辞退してください。
●今年度末（毎年３月頃）の各種書類の提出は、早めの準備をお願いいたします。３月に入ると精算業務等により、各種相談対応が困難になりますので、「補助対象経費として入れて良いか」などの相談はできる限り早めにお願いいたします。
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